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〈参考３〉 石綿（アスベスト）の調査及び対策 

 
１．石綿（アスベスト）対策の強化 

・「改正大気汚染防止法」及び「改正石綿障害予防規則」により、建築物、工作物等の解体・改修

工事に対する規制が強化されました。 
・石綿は平成 18 年（2006 年）９月１日以降、輸入・製造・使用・譲渡・提供が禁止されています

が、それ以前に建築された建物には使用されている可能性が高く、飛散粉じんの吸入は肺がんや

中皮腫のリスクがあるため、適切な対策が必須です。 
 
１）事前調査、調査結果の保存義務及び電子報告の義務化 
（１）事前調査の義務化 
・建築物や工作物の解体・改修工事の対象となる全ての建材について、石綿の有無を事前に調査す

ることが義務化されています。また、建築物や一部の工作物の調査は、建築物石綿含有建材調査

者等（３．で後述）が実施することが求められています。 
（２）調査結果の保存義務 
・事前調査結果は工事現場に備え付け、概要を掲示することが義務化されています。 
・また、事前調査結果の記録及び特定粉じん排出等作業（石綿の除去等の作業）を実施した場合は

作業の実施状況等（隔離、負圧点検、除去後の確認など）について３年間保存する必要がありま

す。労働者ごとの作業記録については、40年間保存する必要があります。 
（３）電子報告の義務化 
・一定規模以上の工事（例：床面積80㎡以上の解体工事、請負金額100万円以上の改修工事）は、

石綿の有無にかかわらず、事前調査結果等を労働基準監督署と都道府県等に報告することが義務

づけられています。  
２）建築物石綿含有建材調査者等 
・建築物に係る事前調査は、都道府県労働局の登録を受けた講習機関が実施する「建築物石綿含有

建材調査者講習」を受講・修了した一般建築物石綿含有建材調査者、特定建築物石綿含有建材調

査者又はこれらの者と同等以上の能力を有すると認められる者に行わせる必要があります。また、

一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部については、上記の者に加え、一戸建て等石綿含有建

材調査者に調査を行わせることができます。 
・「同等以上の能力を有すると認められる者」とは、令和５年９月までに一般社団法人日本アスベ

スト調査診断協会に登録され、事前調査を行う時点においても引き続き同協会に登録されている

者が該当します。 
・また、一部の工作物に係る事前調査は、都道府県労働局の登録を受けた講習機関が実施する「工

作物石綿事前調査者講習」を受講・修了した工作物石綿事前調査者等に行わせる必要があります。 
 
３）事前調査の実施方法 
・事前調査では、まず、①書面調査及び現地での目視調査を実施します。これらの調査で建材の石
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綿含有の有無が分からなかった場合は②分析調査を行い、石綿含有の有無を判断します。 

・ただし、石綿含有が不明な建材を石綿含有ありとみなして飛散防止対策を行う場合は分析調査を

行う必要はありません。石綿含有ありとみなした場合、除去等の際は、必要となる可能性がある

措置のうち最も厳しい措置を講じなければなりません。 

▶ 詳細は、厚生労働省・環境省：『建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュ

アル』（令和３年３月（令和８年２月改正）を参照してください。 

＜https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html＞ 

 

２．石綿が含まれる場合の対策 

１）石綿含有建材のレベル 
・石綿の危険性は、粉じんの飛散しやすさを示す「発じん性」によってレベル１〜３に分類されま

す。石綿の危険性レベルと石綿含有建材の種類を整理すると下表のようになります。 

 

■ 石綿の危険性レベルと石綿含有建材の種類 

 レベル１： 
石綿含有吹付け材 

レベル２： 
石綿含有保温材等 

レベル３： 
石綿含有成形板等 

石綿含有 
仕上塗材 

発じん性 著し く 高い 高い 比較的低い 比較的低い 

主な石綿 
含有建材 

①吹付け石綿 

②石綿含有吹付け 

ロ ッ ク ウ ール 

(乾式) 

③湿式石綿吹付け材 

  (石綿含有吹付けロ ッ

ク ウ ール(湿式)) 

 

④石綿含有吹付け 

バーミ キュ ラ イ ト  

⑤石綿含有吹付け 

パーラ イ ト  

【 石綿含有耐火被覆材】  

①耐火被覆板 

②けい酸カルシウ ム板第

２ 種 

 

【 石綿含有断熱材】  

①屋根用折板裏石綿断熱

材 

②煙突用石綿断熱 

 

【 石綿含有保温材】  

①石綿保温 

②けいそう 土保温 

③石綿含有けい酸カルシ

ウ ム保温材 

④バーミ キュ ラ イ ト 保温

材 

⑤パーラ イ ト 保温 

⑥不定形保温材 

（ 水練り 保温材）  

①外壁・ 軒天： スレ ート

ボード 、スレ ート 波板、

窯業系サイ ディ ング、

押出成形セメ ント 板、

けい酸カルシウ ム板第

１ 種  

②屋根： スレート 波板、

住宅屋根用化粧スレ ー

ト  

③内壁・ 天井： スレ ート

ボード 、 ス ラ グせっこ

う 板、 パーラ イ ト 板、

パルプセメ ント 板、 け

い酸カルシウ ム板第１

種、 せっこ う ボード 、

ロ ッ ク ウ ール吸音天井

板、 ソ フト 巾木 

④床： ビニル床タ イ ル、

長尺塩ビシート 、 フリ

ーアク セス フロ ア材 

⑤煙突 ： セメ ント 円筒 

⑥その他 ： セメ ント 管、

ジョ イ ント シート 、 紡

織品、 パッ キン 

①建築物の外壁に仕上塗

材が塗ら れている 。  

②内装仕上げに仕上塗材

が塗ら れている 。  

③建築用仕上塗材を施工

する 際、 建築用下地調

整塗材を使用し てい

る 。  

 

２）石綿の除去等の対策工法 
・石綿が含まれる場合、そのレベルに応じて、以下の４つの工法から対策方法を選択し、適切な対

策を講じることが重要です。 

（   ） 59

https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html


 

参-30  

■石綿の除去等の対策工法 

工法 概要 対応レベル 

除去工法 
既存の石綿含有吹付け材の層を下地から 取り 除く 工法。リ ムーバル工法と も 呼ば

れ、 最も 推奨さ れる 工法。  

レ ベル１ ～ 

レ ベル３  

封じ込め
工法 

既存の石綿含有吹付け材の層はそのま ま残し 、石綿層へ薬剤の含浸若し く は造膜

材の散布等を施すこ と によ り 、石綿含有吹付け材の層の表層部又は全層を完全に被

覆または固着・ 固定化し て、 粉じ んが使用空間内ヘ飛散し ないよ う にする 工法。 エ

ンカプスレ ーショ ン工法と も 呼ばれる 。将来の建物の改修や解体時には再度、石綿

対策と し て除去工事が必要になる 。  

レ ベル１  

レ ベル２  

囲い込み
工法 

既存の石綿含有吹付け材の層はそのま ま残し 、石綿含有吹付け材の層が使用空間

に露出し ないよ う 、板状材料等で完全に覆う こ と によ って粉じ んの飛散防止、損傷

防止等を図る 工法。カバーリ ング工法と も 呼ばれる 。工事にあたっては石綿層に触

れないこ と や、 間接的な衝撃も 与えないよ う な注意が必要と なる 。  

レ ベル１  

レ ベル２  

剝離工法 

石綿を含む仕上塗材や下地調整材に剝離剤を塗布し 、軟化し た仕上塗材等をケレ

ン棒やスク レーパーを用いて手作業で剝離する 工法。散水し ながら 作業を行う こ と

で、 石綿の飛散を抑制する こ と ができ る 。 ただし 、 無機系材料が結合剤と なってい

る 仕上げ材の場合、剝離剤の効果が期待でき ない場合がある ので、こ の工法の適否

を選択する 必要がある 。  

レ ベル３  

 

・なお、工事の実施に当たっては、作業に係る石綿飛散防止対策の徹底が求められます。 [参考] 
・厚生労働省：石綿総合情報ポータルサイト（改修・リフォーム業者） 

＜https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/business/reform-contractor/＞ 

・厚生労働省・環境省：『建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹

底マニュアル』（令和３年３月（令和８年２月改正）） 
＜https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html＞  
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〈参考４〉 耐震改修促進法に基づくマンション耐震改修の手続き  
マンションの耐震性の確認や耐震改修を行う場合、耐震改修促進法に基づく３つの認定制度

を活用することができます。 

（１）建築物の地震に対する安全性の認定 
（２）区分所有建物の耐震改修の必要性に係る認定 
（３）耐震改修計画の認定 

 

■認定制度の全体像とフロー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震性なし  

耐震化 

耐震診断 

建蔽率・ 容積率等の特例 

耐震改修計画の作成 

基準適合建築物の表示 
認定申請の決議 

耐震改修 

普通決議で耐震改修の特例 

専門機関によ る 評

価等を求めら れる

こ と がある 。  

継続使用 

安全性の認定 
耐震改修必要性

に係る 認定申請 

耐震診断の結果 

耐震改修計画

＜安全性の認定＞ 

耐震性あり  

＜耐震改修の必要性に 

係る 認定＞ 

専門機関によ る 評

価等を求めら れる

こ と がある 。  

No 

Yes 

No 

Yes 

Yes 

No 

＜耐震改修計画の認定＞ 

認定申請の決議 

認定申請の決議 
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１．建築物の地震に対する安全性の認定（耐震改修促進法22～24） 

 

１）建築物の地震に対する安全性の認定 

建築物の所有者は、 所管行政庁（ 建築基準法上の事務を処理する 都道府県知事または市区町村の長） に対

し て、 当該建築物が地震に対する 安全性に係る 基準に適合し ている 旨の認定を受けて、 認定を受けた建築物

（ 基準適合認定建築物） である 旨の表示をする こ と ができ る 。  

 

■安全性の認定等のフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震関係規定に適合 

所管行政庁による建築物の 

地震に対する安全性の認定 

基準適合認定建築物の表示 報告徴収 

認定取消 

所管行政庁によ っては、  

・ 所管行政庁と の事前協議 

・ 専門機関によ る 評価等 

を求めら れる こ と がある 。  

安全性に係る 基準に 

適合し なく なった場合 
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２．区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度の概要（耐震改修促進法25～27） 

 

１）区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定 
耐震診断が行われた区分所有建築物の管理者等は、 所管行政庁（ 建築基準法上の事務を処理する 都道府県

知事ま たは市区町村の長） に対し て、 耐震改修を行う 必要がある 旨の認定を申請する こ と ができ る 。  

 

２）認定を受けた区分所有建築物についての特例 
当該認定を受けた建築物については、 区分所有者の集会の決議（ 出席者の過半数） によ り 耐震改修を行う

こ と ができ る 。  

ま た、 耐震改修を行う 必要がある 旨の認定を受けた区分所有建築物の区分所有者に対し 、 耐震改修を行う

旨の努力義務を課し ている 。  

 

 

■耐震改修の必要性に係る認定等のフロー図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震診断の実施 

所管行政庁による 

耐震改修の必要性に係る認定 

耐震改修の努力義務 

耐震改修の実施 

所管行政庁から の 

指導及び助言並びに指示 

その旨公表 

所管行政庁によ っては、  

・ 所管行政庁と の事前協議 

・ 専門機関によ る 評価等 

を求めら れる こ と がある 。  

区分所有者の集会の決議（出席者の過半数）により耐震改修が可能 

正当な理由が無く  

指示に従わなかった場合 

認定申請の決議 
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３．耐震改修計画の認定制度の概要（耐震改修促進法17～21） 

 

１）耐震改修の計画の認定 
所管行政庁（ 建築基準法上の事務を処理する 都道府県知事ま たは市区町村の長） は、 耐震関係規定及び耐

震関係規定に準ずる も のと し て、 国土交通大臣が定める 基準に適合する 耐震改修計画について認定する こ と

ができ る 。  

 

２）建築確認の特例 
耐震改修計画の認定を受けた場合には、 建築確認を受けたも のと みなし 、 改めて建築確認を受けなく ても

よ い。 ただし 、 工事完了後の完了検査については必要である 。  

 

３）計画の認定を受けた建築物についての建築基準法の特例 
耐震改修を行おう と する マンショ ンについては、 建設当時の法令基準を満たし ている が、 現在の法令基準

は満たし ていない、 いわゆる 既存不適格の状態と なっている 場合がある 。  

通常、 こ のよ う なマンショ ンについて増築、 改築、 大規模の修繕又は大規模の模様替えを行う 場合には、

改修後のマンショ ンに係る 全ての不適格事項を現行基準に適合する こ と が求めら れる 。  

し かし ながら 、 耐震改修によ り 耐震性能を現行基準と 同等レ ベルまで引き 上げよ う と し ても 、 他の事項に

ついても 現行基準に合わせる ための改善を行わなければなら ないも のと する と 、 経済的負担が過大なも のと

なり 、 それが原因と なって耐震改修を行わなく なる こ と が十分に想定さ れる 。  

こ のため、 耐震改修促進法においては、 所管行政庁によ る 認定を受けた耐震改修計画に基づく 既存不適格

のマンショ ンの耐震改修を行う 場合には、 他の既存不適格に関する 事項については、 現行基準と の適合性は

求めないも のと する 特例が設けら れている 。  

 

① 既存不適格建築物に係る耐震改修計画の認定 

既存不適格建築物について耐震性の向上のため必要と 認めら れる 増築、 改築、 大規模の修繕又は大規模の

模様替えで、当該工事後も 耐震関係規定以外の不適格事項が存続する こ と がやむを得ないと 認めら れ、かつ、

当該不適格事項の不適格の程度が増大し ないも のをし よ う と する 場合には、 工事後引き 続き 既存不適格建築

物と し て取り 扱う （ 耐震関係規定以外の規定は適合し ていなく ても よ い） こ と と さ れている 。  

 

② 耐震改修に係る容積率及び建蔽率の特例 
耐震規定に係る 既存不適格建築物について、 耐震性を向上さ せる ために増築を行う こ と によ り 、 当該建築

物が容積率又は建蔽率制限に適合し ないこ と と なる 場合に、 当該増築がやむを得ないも のであり 、 交通上、

安全上、 防火上及び衛生上支障がないと 認めら れたと き は、 当該認定に係る 建築物について容積率又は建蔽

率の規制は適用し ない。  

（ 例）  

既存建築物のバルコ ニーの外側に新たに柱、 梁を増設し 、 床で既存建築物と 接続し て耐震性の向上を図る

場合、 床が増える ため増築と なる ケースが多い。 こ の結果、 屋内空間を増加さ せる こ と と なる ため、 建築基

準法上増築扱いをさ れる が、 認定によ り 工事後も 引き 続き 既存不適格建築物と し て取り 扱う （ 耐震関係規定

以外の規定は適合し ていなく ても よ い）。  

 

③ 耐火建築物に係る制限の緩和 
耐震性向上のため耐火建築物に柱若し く は壁を設け、 又は柱若し く ははり の模様替えを行う こ と が必要と

認めら れ、 当該工事の結果、 耐火建築物に係る 建築基準法上の規定に適合し ないこ と がやむを得ないと 認め

ら れる 場合において、 ①壁又は柱若し く ははり が不燃材料又は準不燃材料でつく ら れ、 又は覆われており 、

②構造計算によ り 火災時においても 構造耐力上安全である こ と が確かめら れた構造であり 、 ③火災の発生を

有効に感知し 、 建築物を常時管理する 者が居る 場所に報知する 装置が設けら れている と き には、 耐火建築物

に係る 建築基準法上の規定は適用し ないこ と と し ている 。  
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参-35  

 
■耐震改修計画認定等のフロー図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震改修計画の作成 

所管行政庁による 

耐震改修計画の認定 

改修の実施 

工事完了届・完了検査 

報告徴収 

改善命令・認定取消 

所管行政庁によ っては、  

・ 所管行政庁と の事前協議 

・ 専門機関によ る 評価等 

を求めら れる こ と がある 。  

・建築基準法の特例 

・建築確認手続の特例 

認定計画に従って 

改修が行われない場合 
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 【まちづくりセンター資料】 

 

２） 補助・融資制度について 

 

① 分譲マンションの修繕への助成 

（東京都マンション改良工事助成制度マンション共用部分リフォーム融資） 

 

 都では分譲マンションの適正な維持管理の促進を目的として、建物の共用部分の外壁塗装や屋上防水、バリ

アフリー化など、計画的に改良・修繕する管理組合に対し、(独)住宅金融支援機構と連携した助成（利子補給）を

実施しています。 

 

利子補給対象額に対して、機構の金利が１％（１％未満の場合は、当該金利分）低利になるように、都が 

管理組合に対し、利子補給します（利子補給期間は最大 20 年）。 

 

利子補給対象額は、①リフォーム融資の予約金額、②融資対象工事費、③融資対象工事費－補助金、 

④戸当たり 200 万円（耐震改修工事を伴う場合は 600 万円）×住宅戸数のいずれか低い額を限度。 

 

【参考】 分譲マンションの修繕への助成 （都 HP より） 

☞ https://www.mansion-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/kanri/02syuzen-josei/ 

  

     ② 都市居住再生促進事業（既存ストック再生タイプ） 

各区市では、古くなったマンションの共用部分を改修して、現在の居住ニーズに合わせた性能・機能の向上 

や、長寿命化を図る場合等に助成を行っており、都は、その費用の一部を補助しています。助成の有無及び

内容は、区市により異なりますので、詳細は地元の区又は市にご相談ください。 

（参考：省エネ最大 150 万円/戸・省エネ以外最大 100 万円/戸） 

 

【参考】「マンション建替え等に伴う助成制度（既存ストック再生タイプ）」（都 HP より） 

           ☞ https://www.mansion-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/tatekae/33joseiseido/ 

 

     ③ 東京とどまるマンション 

        都では、マンション管理組合等を対象に、非常用電源や太陽光発電設備、Ｖ２Ｘ設備、電源を浸水から守る 

設備や備蓄倉庫の設置等を支援しています。なお、申請には「東京とどまるマンション」への登録が必要です 

   

【参考】東京とどまるマンションの支援制度（都 HP より） 

☞ https://www.mansion-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/bousai/02lcp-shien/ 

 

     ④ その他 

 国・地方公共団体による補助、独立行政法人住宅金融支援機構による融資、税制特例等 

☞  https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001994221.pdf（国交省HP） 

＊国交省 HP（令和８年４月時点）：地方公共団体における予算措置が別途必要のため、必ずご確認ください。 
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